売上高等の算出根拠
「中小企業信用保険法第２条第５項第５号の規定による認定申請書（イ－⑥）」の添付書類
法人名・屋号等　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　
（表１：売上高が減少している指定業種の売上高）
減少している指定業種：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	Ａ：最近１か月間の売上高
	Ｂ：Ａの期間に対応する前年同期の売上高

	年　　月
	円
	年　　月
	円

	Ｄ：Ａ期間後２か月間の見込み売上高
	Ｅ：Ｄの期間に対応する前年同期の売上高

	年　　月
	円
	年　　月
	円

	年　　月
	円
	年　　月
	円

	計（Ｄ）
	円
	計（Ｅ）
	円

	３か月合計
（Ａ＋Ｄ）
	円
	３か月合計
（Ｂ＋Ｅ）
	円


※１：認定申請書の表には、上記記載の減少している指定業種を記載。
※２：指定業種の売上高は合算して記載することも可。

（表２：企業全体の売上高）
	Ｇ：最近１か月間の売上高
	Ｃ：Ｇの期間に対応する前年同期の売上高

	年　　月
	円
	年　　月
	円

	Ｈ：Ｇ期間後２か月間の見込み売上高
	Ｆ：Ｈの期間に対応する前年同期の売上高

	年　　月
	円
	年　　月
	円

	年　　月
	円
	年　　月
	円

	計（Ｇ）
	円
	計（Ｆ）
	円

	３か月合計
（Ｇ＋Ｈ）
	円
	３か月合計
（Ｃ＋Ｆ）
	円


（１）前年の企業全体の売上高に対する、指定業種に属する事業の売上高等の減少額等の割合

（イ）最近１か月間の売上高等
【Ｂ】　　　　　　　円　－　【Ａ】　　　　　　　円

【Ｃ】　　　　　　　円

（ロ）最近３か月間の売上高等の実績見込み
【Ｂ＋Ｅ】　　　　　円　－　【Ａ＋Ｄ】　　　　　円

【Ｃ＋Ｆ】　　　　　　　円

（２）企業全体の売上高等の減少率
（イ）最近１か月間の売上高等
【Ｃ】　　　　　　　円　－　【Ｇ】　　　　　　　円

【Ｃ】　　　　　　　円

（ロ）最近３か月間の売上高等の実績見込み
【Ｃ＋Ｆ】　　　　　円　－　【Ｇ＋Ｈ】　　　　　円

【Ｃ＋Ｆ】　　　　　　　円

上記のとおり相違ありません。
　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名・屋号等　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 印 
(注意)本書類は、税理士・会計士・商工会議所指導員等のいずれかにより、売上高を証明してください。
×100　＝　　　　　％





×100　＝　　　　　％
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×100　＝　　　　　％








